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１．評価のための基礎情報

１-①．政策目標と目指すべき将来像
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１-③．政策指標の達成状況

▼投票参加を促すため、国・県・市とも様々な機会や方法で啓発に努めてきたが、投票率の低下は全国的な傾
向であり、本市においても26年度の実績値は基準値を15.32ポイント下回った。要因として、選挙への関心の低
さとともに投票率はそのときの争点や候補者の顔ぶれ、天候等に左右されると考えられる。今後も投票率の低
い若年層を対象とした事業などあらゆる機会を通じて、粘り強く啓発活動を継続していく。

指標の達成状況（27年度） 達成できなかった

政策指標名 政策指標の進捗状況

23年度 24年度 25年度

21年度
69.24%

投票率（参議院選挙）
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政策指標の達成状況等分析

- - -

55.20%

3

投票率（市長選挙）

基準値

1

22年度

▼投票参加を促すため、国・県・市とも様々な機会や方法で啓発に努めてきたが、投票率の低下は全国的な傾
向であり、本市においても25年度の実績値は基準値を0.83ポイント下回った。要因として、選挙への関心の低
さとともに投票率はそのときの争点や候補者の顔ぶれ、天候等に左右されると考えられる。今後も投票率の低
い若年層を対象とした事業などあらゆる機会を通じて、粘り強く啓発活動を継続していく。

指標の達成状況（27年度） 達成できなかった
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政策指標の達成状況等分析

▼身近な選挙として様々な機会や方法で投票参加を促す啓発に努めてきたが、投票率の低下は全国的な傾向で
あり、本市においても27年度の実績値は目標値を4.63ポイント下回った。要因として、選挙への関心の低さと
ともに投票率はそのときの争点や候補者の顔ぶれ、天候等に左右されると考えられる。今後も投票率の低い若
年層を対象とした事業などあらゆる機会を通じて、粘り強く啓発活動を継続していく。

指標の達成状況（27年度） 達成できなかった
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政策指標名 政策指標の進捗状況

投票率（市議会議員選挙）

23年度
4

19年度
基準値 49.06%

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 32年度

目標値 - - - - 51.00% - - - 52.10%

実績値 46.57% - - - 46.38% - - - -

政策指標の達成状況等分析
指標の達成状況（27年度） 達成できなかった

▼身近な選挙として様々な機会や方法で投票参加を促す啓発に努めてきたが、投票率の低下は全国的な傾向で
あり、本市においても27年度の実績値は目標値を4.62ポイント下回った。要因として、選挙への関心の低さと
ともに投票率はそのときの争点や候補者の顔ぶれ、天候等に左右されると考えられる。今後も投票率の低い若
年層を対象とした事業などあらゆる機会を通じて、粘り強く啓発活動を継続していく。

5

政策指標名 政策指標の進捗状況

投票率（県知事選挙）
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基準値 44.51%

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 32年度

目標値 - - - - 46.00% - - - 47.60%

実績値 40.68% - - - 39.67% - - - -

政策指標の達成状況等分析
指標の達成状況（27年度） 達成できなかった

▼投票参加を促すため、県・市ともに啓発に努めてきたが、投票率の低下は全国的な傾向であり、本市におい
ても２７年度の実績値は目標値を6.33ポイント下回った。要因として、選挙への関心の低さとともに投票率は
そのときの争点や候補者の顔ぶれ、天候等に左右されると考えられる。今後も投票率の低い若年層を対象とし
た事業などあらゆる機会を通じて、粘り強く啓発活動を継続していく。
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政策指標名 政策指標の進捗状況

投票率（県議会議員選挙）
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基準値 44.46%

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 32年度

目標値 - - - - 46.00% - - - 47.70%

実績値 40.62% - - - 39.57% - - - -

政策指標の達成状況等分析
指標の達成状況（27年度） 達成できなかった

▼投票参加を促すため、県・市ともに啓発に努めてきたが、投票率の低下は全国的な傾向であり、本市におい
ても２７年度の実績値は目標値を6.43ポイント下回った。要因として、選挙への関心の低さとともに投票率は
そのときの争点や候補者の顔ぶれ、天候等に左右されると考えられる。今後も投票率の低い若年層を対象とし
た事業などあらゆる機会を通じて、粘り強く啓発活動を継続していく。
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２．これまでの取り組みの評価

▼選挙権年齢が18歳以上に引き下げられることにより、市内の県立高校や中学校等に向けて「出前
授業」や「模擬投票」を積極的に実施し、選挙を身近に感じてもらうよう実施校を増やす予定だ
が、その結果が即投票率に結びつくわけではない。▼明るい選挙推進協議会とは、選挙啓発事業を
連携して行っているが、会員の高齢化による退会や地域活動が多様化した状況の中、加入者が減少
し、衰退傾向にある。また、会員には期日前投票所の投票立会人をお願いしているが、高齢化によ
る体力的な問題もあり、今後、新たな会員を増やす必要がある。▼選挙準備、投票所、期日前投票
所及び郵便事務に多くの臨時職員を活用しているが、急な解散による選挙や統一地方選挙の際に
は、人数調整や勤務体制を組むために時間を要する。▼今後は国や県からの執行経費基準額では、
選挙経費の全てを賄えない状況が生じる可能性があるので、抜本的な経費削減対策が必要となる。

【事業コスト、人件費、指標の達成状況等を踏まえたこれまでの取り組み状況について分析します】
▼有権者の利便性を図るため投票所の整備の一環として期日前投票所と投票所を増設したことなど
により、新たな諸経費や人件費が増加する一方で、国からの執行経費交付割合は今後ますます厳し
くなる状況である。▼このような財政状況の中、一般財源である市選挙費や年々厳しくなる国政選
挙の執行経費については、全般的に支出を見直すとともに、できるだけ経費をかけずに効果的な啓
発活動を行い、投票率の向上につながるように取り組む必要がある。▼指標である投票率について
は、本市だけの問題ではなく、都市部を中心とした全国的な課題であり、これまで国・県・市とも
あらゆる機会を捉え様々な方法で啓発に努めてきたが、投票率の向上に結びつかないため、いずれ
も目標値には達成していない。

【これまでの取り組み、審議会等の評価等を踏まえ、何が課題となっているか記入します】

③今後の取
り組みを進
めるうえで
の課題

【個別審議会等からの評価や意見を記入します】

②個別審議
会等からの
評価・意見
等

①政策推進
コスト、指
標の達成状
況を踏まえ
た分析

【課題を踏まえ、第４次実施計画でどのような事に取り組むか記入します】

④課題を踏
まえた第４
次実施計画
での取り組
みの考え方

なし

▼選挙経費の支出項目を洗い出し、徹底した在庫管理や契約方法の見直しを行い経費の削減に努め
る。▼選挙権年齢が18歳以上に引き下げられることに伴い、若年層への啓発を重点に置き、「出前
授業」や「模擬投票」を積極的に実施し、選挙に関心を持ってもらうことにより投票率の向上を図
る。▼明るい選挙推進協議会と選挙啓発事業を連携して行っているが、会員の高齢化による退会で
加入者が減少しているため、会員を増加する取組を検討する。



３．政策目標を支える施策目標の状況

住民の意思を行政に反映させる
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職員数

各種選挙や直接請求などに関する事務を適正に行うことを通して、行政に対する住民の思いを反映しま
す。

施策のねらい

施策目標

168,220

-17.95% -61.34% 226.13%

部局内での割合 - - - - -

対前年度比（増減率）
- - -

93,346事業実施コスト 152,464 48,113 47,521 128,909 123,535 8,683 129,363

従事職員概算コスト 44,201 42,766 43,506 57,235 44,685 44,685 44,685 44,685

5 人 5 人 5 人 6 人 5 人 5 人 5 人 5 人

- - -0 人 0 人 0 人 0 人 0 人
0 人

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度
- - - - 69.80% -

-

28年度 29年度 30年度
-

- -

-

- 57.72% - 53.92% -

　昨今の投票率の傾向として、衆議院議員総選挙が50％台後半、参議院議員通常選挙は50％台前半、市議市長
選は40％台、県議知事選は30％台と国政選挙の方が高い傾向にある。今後10年間で各選挙の投票率を40％台の
ものは3.0％、50％台のものは2.0％、60％台のものは1.0%向上させることを目標としたが、投票率について
は、本市だけの問題ではなく、都市部を中心とした全国的な課題であり、これまで国・県・市とも様々な機会
や方法で啓発に努めてきたが、依然として投票率の向上に結びついてこない。
　選挙権年齢が１８歳以上に引き下がることもあり、各選挙において投票することが重要であることを若年層
を中心に啓発するとともに、期日前投票についても周知し、できるだけ経費をかけずに粘り強く啓発活動をし
ていく。

年　度

年　度

年　度

適正な選挙事務などの執行

（単位：事業、職員ｺｽﾄ 千円／職員数 人）

投票率（参議院選挙） 基準値（２２年度） 55.20%

年　度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 29年度 30年度 32年度
目標値 - - - - 56.20% - - - 57.20%

実績値 - - 54.37% - - - - - -

投票率（市長選挙） 基準値（１９年度） 49.04%

年　度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 32年度
目標値 - - - - 51.00% - - - 52.10%

実績値 46.56% - - - 46.37% - - - -

投票率（市議会議員選挙） 基準値（１９年度） 49.06%

年　度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 32年度
目標値 - - - - 51.00%

実績値 46.57% - - - 46.38% - - - -

- - - 52.10%
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